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2A1 科学技術政策コンセプトの 進化プロセス (1I) 

永田晃 也 ( 北陸先端科学技術大学院大 ), 0 巌垣裕子 ( 科技庁，科学技術政策研 ) 

1. 研究の目的と 方法 

公共政策の立案プロセスは、 多様なステークホルダ 一の間で共有可能な 政策コンセプトを 生成するプロセス 

として捉えることができる。 本研究は、 わが国の科学技術政策を 対象として、 その政策コンセプトにみられる 

生成、 普及、 定着などの一連のプロセスを 明らかにしようとするものであ る。 

企業の技術経営に 関する研究の 中では、 しばしば独創的な 経営コンセプトや 製品コンセプトの 重要性が指摘 

されており、 それらコンセプトの「創造」のダイナミクスや「コンセプト 創造」をめぐるマネジメントのあ り 

方が議論されている。 例えば、 Non 衣 a 租 dT 荻 euchi Ⅲは、 持続的な対話を 通じてチームや 集団の中で暗黙的 

なメンタル・モデルが 共有され、 共有されたメンタル・モデルが 言葉として明示化されるプロセスとしてコン 

セプト創造の 本質を捉えている。 

政策コンセプトの 形成過程も、 審議会や諮問委員会における 対話を通じてメンタル・モデルを 共有し、 それ 

を 政策担当者が「大綱」、 「指針」などの 言葉の体系にまとめるプロセスとして 把握することができる 0 しかし、 

政策コンセプトの 形成過程は、 経営トップないしプロジェクト ，リーダ一のビジョンが 色濃く反映される 経営 

コンセプトや 製品コンセプトに 比べると、 より複雑な利害調整を 必要とする社会的なプロセスであ る。 この 利 

害 調整の過程で、 様々な政策用語の 中からよりコンセンサスの 形成に役立つ 語が特定の政策コンセプトを 表現 

するものとして 選択されたり、 あ るいは時代ごとの 課題や環境の 変化に対応して 政策用語の意味内容が 選択的 

に 変化している 0 この意味で、 政策コンセプトの 生成は、 「創造」的なプロセスとして 把握するよりも、 むしろ 

「進化」をメタファーとして 捉える視点が 適合する特質を 持っている。 

本研究では、 このような政策コンセプトの 進化プロセスは、 頻繁に使用される 政策用語の時系列的な 変化を 

たどることによって 客観的に追跡できるとの 作業仮説に基づき、 政策文書を対象とした 計量書誌学的アプロー 

チの 適用を試みてきた 1) 。 計量書誌学 (bibhiometncs) 的アプローチとは、 文献の持つ情報を 量的に把握するこ 

とを通じて、 知的活動のアウトプットを 定量的に扱おうとする 系統的な分析手段であ り、 具体的には 語 分析 ( 特 

定の文献を語単位にデータベース 化し、 その頻度を調べる ) 、 失語分析 (1 つの文献 内 、 節内、 バラバラフ 内 、 

あ るいは一文内などの 単位の中で、 2 つの語が共に 出現する頻度を 計測し、 それを用いて 語 間の距離を定義す 

る ) 、 引用分析 ( あ る文献に引用されている 文献を用いて、 論文単位、 ジャーナル単位での 引用関係を分析する ) 

などの技法があ る。 

われわれは、 分析対象として、 わが国の科学技術政策における 最高レベルでの 政策目標の設定や 基本方針の 

策定を審議している 科学技術会議の 文書を取り上げ、 第 1 号から第 2 3 号までの諮問に 対する答申の 全文をデ 

ータベース化した。 永田・藤 墳 [2] では、 このデータベースを 用いて 語 分析を行った 結果により、 政策用語の 

出現頻度バターンを 抽出し、 また語の出現頻度ランキンバによって 各答申の特色が 明らかになることを 示した。 

しかし、 語 分析では政策用語が 用いられる文脈の 変化を追跡することができない。 そこで、 つぎに答申ごとの 

政策用語の出現頻度データを 用いた因子分析およびセンテンスを 分析単位とした 英語分析を行い、 政策用語と 
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それが出現する 文脈の関連を 検討した。 Fujig 痴叩 dNagala[3] [4] では、 これらの分析結果から、 大学と公的 

研究機関の関連する 政策論議の文脈が 循環的に離合している 現象を取り上げ、 その背景について 議論した。 本 

報告では、 政策用語が用いられる 文脈を明らかにするために 行った分析結果の 概要を示し、 政策研究における 

計量書誌学的アプローチの 可能性について 考察する。 

2. キーコンセプト : 因子分析の結果から 

われわれは初期の 研究において 主要な政策用語を 選定し、 その出現頻度を 答申ごとに計測した。 このデータ 

の中から出現頻度の 高い政策用語 57 語のデータを 取り出し、 これを用いて 因子分析を行った。 この分析結果か 

ら抽出される 共通因子は、 同一の答申の 中で共出現する 政策用語のバループに 関連しており、 各バループの 背 

後にあ るキーコンセプトを 反映していると 考えられる。 

固有値 1 以上の共通因子は 6 個抽出された。 表 1 に示す分析結果の 概要から、 キーコンセブ ト はつぎのように 

定義できるであ ろう。 まず、 第 1 因子は「知的ストック」、 「科学技術系人材」などの 政策用語と強い 相関を示 

しており、 知的資源の拡充というコンセプトを 表すものと考えられる。 第 2 因子は「任期 制 」、 「産学官連携」、 

「フェローシップ」など、 研究開発システムの 柔軟化を促進する 政策に関連している。 第 3 因子は「研究評価」、 

「公共財」、 「国立試験研究機関」など、 国が行う研究開発の 公共性に関連する 政策用語と強い 相関を示してい 

る。 第 4 因子は「ソフト 系科学技術」、 「生活環境」など、 科学技術と社会とのインターフェースを 議論する際 

に 用いられる政策用語に 関連している。 第 5 因子は、 「国際」という 語を含む政策用語の 共通因子であ り、 科学 

技術の国際化への 対応という政策コンセプトを 表している。 また第 6 因子は、 「知的所有権 」、 「研究支援」、 「 ネ 

ッ トワーク」など、 研究開発基盤ないし 制度面の整備に 関連する政策課題を 示している。 

表 1  政策用語に関する 因子分析の結果 ( 要約 ) 

ラベル 各因子に関連する 主な 話 寄与率 

因子 1  知的資源の拡充 知的ストック (-0 ・ 9345) 、 科学技術系人材 (-0 ・ 9191) 17.3 

因子 2  システムの柔軟化 任期 制 (-0.9040k 、 産学官連携 (-0.8452) 、 フェローシップ (-0.8419)  15.5 

因子 3  研究開発の公共性 研究評価 (0 ・ 9313) 、 公共財 (0 ・ 8861) 、 国立試験研究機 執 0 ・ 8855) 9.4 

  因子 4  5T5 インターフェースソフト 系科学技術 G0 ， 8723) 、 協調 (-0 ・ 8678) 、 生活環境 G0 ・ 8485) 8.3 

因子 5  科学技術の国際化 国際性 (0.8467) 、 国際交流 (0.8188) 、 国際共同 (0.6186) 7.6 

因子 6  研究開発基盤の 整備 知的所有権 (0.7283) 、 研究支援 (0.7166) 、 ネットワーク (0.6570) 6.7 

注 : 0) 内の数値は バ リマックス回転後の 因子負荷量を 示す。 

これら因子のスコアを 答申ごとに集計した 結果によると、 第 1 因子と第 3 因子では 1 8 号答申と 2 3 号答申 

におけるスコアが 著しく高くなっている。 この点は、 「科学技術政策大網」 ( 平成 4 年閣議決定 ) のために行わ 

れた 1 8 号諮問への答申「新世紀に 向けてとるべき 科学技術の総合的基本方策について」の 中で打ち出された 

キーコンセプトが、 その後、 「科学技術基本計画」 ( 平成 8 年閣議決定 ) を策定する際に 継承されていったこと 

を 反映したものと 考えられる。 このように、 政策用語の因子として 抽出されるキーコンセプトは、 時代ごとの 

政策論議の文脈とその 前後関係を明らかにする 上で、 有効な指標として 用いることができる。 
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3. 文脈の進化 : 失語分析の結果から 

前節で述べた 因子分析は、 同一答申内における 政策用語の共出現関係に 着目したデータを 使用しており、 そ 

の 意味では失語分析のバリエーションとなっている。 つぎに、 センテンスを 単位とした失語分析を 行い、 より 

直接的に各政策用語が 使用される文脈の 特徴を明らかにすることを 試みた。 

われわれは、 まず ィ 七表的な政策用語 12 語を選択し、 各語と同一センテンス 内で共出現する 全ての単語を 検索 

した。 分析対象とした 答申は、 最初の総合的基本方策についての 答申であ る 1 号答申 (1960) 、 「新たな情勢変化 

に 対応し、 長期的展望に 立った科学技術振興の 総合的基本方策」についての 答申であ る 1 1 号答申 (1984) 、 お 

よび科学技術基本計画の 策定に際して 行われた 2 3 号答申 (1996) であ る。 ここでは、 「科学技術」と「研究開発」 

という語に関する 分析結果を取り 上げる。 

図 1 には、 各答申において「科学技術」と 共 出現する主な 語を示した 幻 。 まず、 三つの答申のいずれにお い 

ても「科学技術」と 共 出現する語は 117 話 あ り、 それらの内訳をみると「発展」、 「高度化」といった 上昇志向を 

表す語が、 1 号答申以来一貫して 科学技術振興の 基本的なスローガンとして 用いられてきたことが 分かる。 

一方、 二つの答申に 共通して「科学技術」と 共 出現する語のパターンは、 文脈の大きな 変化を表している。 

例えば、 1 1 号答申と 2 3 号答申では科学技術と 人間・社会とのインターフェースに 関連する語が 出現してい 

るが、 1 号答申ではこのような 失語関係はみられ 々  、 インターフェースをめぐる 議論が早くとも 80 年代に始め 

られたものであ ることが窺える。 年代的に離れた 1 号答申と 2 3 号答申の間でのみ 確認できる「科学技術」と 

の失語 は 、 「現状」、 「成果」などの 極めて一般的な 語であ り、 そこから 両 答申に共通する 政策論議の文脈を 見出 

すことはできない。 

特定の答申でのみ 共 出現する語は、 その答申に固有の 表現 か 、 または導入された 新機軸の政策コンセプトに 

関連している。 例えば、 1 号答申における「科学技術者」という 表現は、 その後の多くの 答申では「研究者」、 

「技術者」などの 語に置き換えられており、 1 1 号答申における「基礎的研究」という 語は前後の答申では 慣 

例 的に「基礎研究」と 表現されている。 これらの表現上の 特徴が、 実質的な意味内容の 変化を伴うものであ っ 

たのかどうかは、 当該の語を中心とした 失語分析によって 解読する必要があ ろう。 一方、 2 3 号答申でのみ 共 

出現している「地域」のような 例については、 い かなる類語も 他の二つの答申では 共 出現しておらず、 比較的 

近年に導入された 新機軸の政策コンセプトに 関連していることが 分かる。 

図 2 には「研究開発」と 共 出現する主な 語を示した。 ここでは、 以下の点が指摘できる。 まず、 「科学技術」 

に関する共済分析の 結果と同様に、 いずれの答申においても「研究開発」と 共 出現している 語は、 「高度化」の 

ような上昇志向を 表現する語であ る。 1 1 号答申と 2 3 号答申で「研究開発」と 共 出現している 語には、 「産学 

官 」、 「システム」などの 仕組みに関する 語がみられる。 1 号答申と 2 3 号答申で共出現している 語は、 「方向」 

の 1 語のみであ り、 両 答申の間で研究開発関連施策の 文脈が大きく 異なっていることが 窺える。 

特定の答申でのみ 共 出現している 語は、 それぞれの答申が 行われた時点での 研究開発関連施策の 主要な イ、 ン 

ュ 一を よ く反映している よ うに見える。 1 号答申では、 「発電」、 「エネルギー」などの 個別の研究開発課題に 関 

する語が共出現している。 1 1 号答申では、 「 異 分野」、 「学際化」、 「競争原理」などの 語によって、 研究開発そ 

のものを効果的に 推進するための 方策が議論されていたことが 窺える。 また、 2 3 号答申では、 「科学技術創造 

立国」というビジョン や 、 「新産業」の 創出、 「経済フロンティア」の 開拓などの目標に 向けた政策手段として 

研究開発関連施策が 議論されたことが 分かる。 
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図 1  「科学技術」と 共 出現する 語 

1 号答申 1 1 号答申 

2 3 号答申 

図 2  「研究開発」と 共 出現する 語 

1 号答申 1 1 号答申 

ェ ネルギ一 等 

科学技術創造立国 

経済フロンティア 等 

2 3 号答申 
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4. おわりに 

本報告では、 政策用語の共出現関係に 着目した計量書誌学的分析が、 政策コンセプトの 文脈の変化を 追跡 す 

る 上で有効であ ることを示した。 

われわれの分析結果は、 科学技術会議の 発足以後 4 0 年間における 日本の科学技術政策が、 科学技術の発展、 

高度化という 上昇志向を一貫して 持ち続けながらも、 その発展の途上で 直面した様々な 環境の変化に 対応、 して、 

新たな政策コンセプトを 形成していったプロセスを 描き出している。 1 号答申の段階では「科学技術者」と「 一 

般 国民」の二項を 措定して出発した 政策論議であ るが、 8 0 年代には科学技術と 国民とのインターフェースを 

新たな政策課題として 取り込み、 生活環境への 配慮、 人間・社会との 調和といった 政策コンセプトを 表出して 

いき、 近年の政策は 国民的合意の 形成という文脈の 中で議論されるに 至った。 また、 研究開発は当初口一カル 

な 技術課題ごとの 文脈で議論されていたが、 やがて研究開発のシステム 自体が議論の 姐上に上り、 近年ではそ 

の 成果を新たな 国家的ビジョンに 結びつけていくことが 主要な政策課題となっている。 

分析結果から 得られるこのような 知見は、 今後実際に政策立案に 携わった担当者の 経験に照らして 検証され 

る 必要があ るが、 長期にわたる 政策コンセプト 進化とその環境であ る socio-poIitical-connlguration の変動のダイナ 

ミクスを探る 上で、 本研究で用いた 方法論は有効な 分析手法を提供すると 考えられる。 

[ 注 ] 

1. 政策文書の分析に 計量書誌学的アプローチを 適用した先行研究には、 Ca Ⅱ， On et.aI.[5] があ る。 しかし、 そこで 

は アブストラクトを 対象としており、 本研究のようにフル・テキストを 対象とした分析は 行われていない。 

2. 共 出現する主な 語の選択に当たっては、 つぎのような J お ㏄㎡係数を共出現の 強さの指標として 用いた。 

E り Ⅰ (Fij/Fi).(Fij/Fj) 

ここで、 Fi は 言宙が 各答申 中 に出現する頻度。 

Fj は 語 Ⅱが各答申中に 出現する頻度。 

E 臼は語と語Ⅰが 各答申中に共出現する 頻度。 

ただし、 一般的な助詞、 助動詞などは、 この指数の値が 大きくても選択対象から 除外した。 なお、 共 出現の 

測度としての J 穏田 係数の応用については、 Callon et.a@.[6] を参照。 
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